
 町全体の空家等の数︓516棟※
「居住実態なし」と判定された空家等は八峰町全体で516 棟。

八峰町空家等対策計画の策定について 対策の基本方針と施策の体系（第３章〜第４章）

 総合的な相談窓口
総務課防災まちづくり室に設置。

 庁内の実施体制
庁内関係部署の連携体制を構築し、総

合的かつ効果的に空家等施策を推進。
 八峰町空家等対策協議会

専門的知⾒を踏まえ、空家等施策の推
進に関することについて協議。
 関係団体との連携

専門家団体や関係事業者、関係⾏政機
関等との連携及び協⼒のもとに、空家等
対策に向けた取組を進める。

町⺠の安全・安⼼の確保し、良好な⽣活環境を保全
に寄与することを目的に、「八峰町空家等対策計画」
（以下「本計画」という。）を策定し、空家等に関す
る施策を総合的かつ計画的に推進していきます。

 計画の位置付け
法第6条に規定する「空家等対策計画」で

あり、上位計画を踏まえ、関連計画との整合
性を図るものとします。
 計画期間

令和3 (2021) 年度〜令和7 (2025) 年度ま
での5年間
 対象とする地区 八峰町全域
 対象とする地区

「八峰町空家等の適正管理に関する条例」
（以下「条例」という。）第2条第1号に規定
された「空家等」。

基本方針と施策の体系
建物の段階による基本方針対応表

実施体制の整備

 計画の背景と目的
• 全国的に空家等が増加 ➡ 適切に管理されていない空

家等が地域住⺠の⽣活環境に悪影響を及ぼす ➡ 社会
問題化。

• 平成26（2014）年に「空家等対策の推進に関する特
別措置法」（以下「法」という。）が制定される。

令和元（2019）年度 空家等実態調査の結果

 意向調査の結果
• 所有者全体の約8割が60歳代以上。80歳代

以上は26.0％。
• ⼀度空家等となるとその状態が⻑期化する

傾向。
• 建築時期が古い空家等が多くを占める（旧

耐震基準）。
• 空家等の発⽣要因は、「相続」や「所有者

等の施設入所」がきっかけとなる場合が多
い。

• 利活⽤の意向を持っている所有者等が⼀定
数存在するが、現状維持や予定なしと回答
した所有者等が多い。

ランク 判定内容 棟数 (割合)

A 管理に特段問題がなく、
現況のまま利⽤可能 275棟 (53.3％)

B 管理が⾏き届いていないが、
⽐較的⼩規模な修繕で利⽤可能 149棟 (28.9％)

C 倒壊の可能性はないが、
現況のままの利⽤は困難 53棟 (10.3％)

D 倒壊の可能性があるなど、
現況のままの利⽤は不可能 30棟 (5.8％)

 空家等の市場性判定
ランク 判定内容 棟数 (割合)
A 売却・賃貸の期待性が高い 6棟 (1.2％)
B 売却・賃貸の期待性あり 124棟 (24.0％)
C 売却・賃貸の期待性が低い 114棟 (22.1％)
D 売却・賃貸が困難 263棟 (51.0％)
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1. 空家等の所有者等へ
の周知啓発

(1)町ホームページ、広報紙、パンフレット等による情
報発信

(2)空家等の所有者等への啓発チラシの送付
(3)相続対策や空家等問題に関する周知活動

2. 相談体制の充実
(1)総合相談窓口の設置
(2)専門団体と連携した住まいや相続等に関する相

談会の開催
(3)将来の相続に向けた生前相談への周知・啓発

(1)町ホームページ、広報紙、パンフレット等による情
報発信

(2)空家等の所有者等への啓発チラシの送付
(3)相続対策や空家等問題に関する周知活動

1. 空家等の所有者等へ
の周知啓発

2. 空家等の継続的な実
態把握 (1)空家等の実態把握と情報のデータベース化

3. 適切な維持管理に向
けた取組

(1) 社会福祉協議会と連携した空家等管理サービス
(2)空家等の管理に関する相談先の紹介
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1. 中古住宅市場への流
通による利活⽤の促進

(1)八峰町空き家情報室の運営
(2)空き家情報室登録を条件とした農地取得条件

の緩和
(3)八峰町住まいづくり応援事業

3. 地域資源としての利活
⽤に向けた環境整備

(1)集会所や交流サロン等、コミュニティスペースとして
の活⽤

(2) 空家等を活⽤した住宅セーフティネット制度の検討
(3)災害時における一時避難場所や仮住まいとして

の利⽤の検討
(4)DIY型賃貸借についての紹介

2. 定住・移住の促進を目
的とした利活⽤ (1)定住促進⽤空き家活⽤事業
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1. 空家等の除却支援 (1)八峰町安全安心なまちづくり推進事業

2. 管理不全な空家等の
所有者等への対応

(1)除却時における家財道具の整理等への⽀援
(2)相続問題などの課題解決に向けた⽀援
(3)財産管理制度活⽤に関する情報提供
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3. 応急措置

4. 他の法令による規制

1. 管理不全な空家等に
対する初動対応 (1)実態調査 (2) ⽴⼊調査

2. 措置の流れ (1)助言又は指導 (2) 勧告 (3) 命令
(4) 公表 (5) 代執⾏
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各種事業の実績

年度 国庫事業 県単独事業 町単独事業 合計

平成27年度 3件 3件 0件 6件
平成28年度 2件 3件 0件 5件
平成29年度 0件 2件 0件 2件
平成30年度 0件 0件 2件 2件
令和元年度 0件 0件 1件 1件
令和2年度 0件 0件 1件 1件

合計 5件 8件 4件 17件

年度 危険な空き家
の除却

危険なブロック
塀等の除却

危険な樹木
伐採 合計

平成26年度 1件 － － 1件
平成27年度 2件 － － 2件
平成28年度 6件 － － 6件
平成29年度 17件 － － 17件
平成30年度 22件 － － 22件
令和元年度 22件 12件 18件 52件
令和2年度 23件 11件 23件 57件

合計 93件 23件 41件 157件

 八峰町安全安心なまちづくり推進事業（令和3年2月時点）

※ 平成30年度以前は、「八峰町空き家除却推進事業」の実績

 定住促進用空き家改修事業（令和3年2月時点）

年度 成⽴ 空き家
活⽤住宅 取り下げ 紹介可能

物件登録実績 賃貸 売買
平成19年度 7件 1件 1件 0件 5件 0件
平成21年度 4件 2件 0件 0件 2件 0件
平成22年度 1件 1件 0件 0件 0件 0件
平成23年度 2件 0件 0件 0件 2件 0件
平成24年度 2件 0件 1件 0件 1件 0件
平成25年度 1件 0件 0件 0件 1件 0件
平成26年度 1件 0件 1件 0件 0件 0件

 八峰町空き家情報室（令和3年2月時点）

年度 成⽴ 空き家
活⽤住宅 取り下げ 紹介可能

物件登録実績 賃貸 売買
平成28年度 1件 0件 0件 0件 1件 0件
平成29年度 9件 2件 0件 0件 2件 5件
平成30年度 9件 2件 1件 1件 2件 3件
令和元年度 3件 0件 0件 0件 0件 3件
令和2年度 2件 0件 0件 0件 2件 0件

合計 42件 8件 4件 1件 18件 11件

※平成19年度から令和3年2月までの実績
登録実績︓42件、成⽴件数︓13件、取り下げ件数︓18件、紹介可能物件︓11件

計画の概要（第１章）

現状と課題（第２章）

 空家等の不良度判定

※ この516棟には、草木の繁茂や公道から
の距離が遠いため目視は困難であったが、明
らかに空家等と思われるもの9件を含みます。

また、現地調査後、履⾏期間中に居住が明
らかになったものや建築物が取り壊されたも
のを除きます。

 人口減少、少子高齢化の進展 昭和55〜平成27（1980〜2015）年で総⼈⼝約4千⼈減少。
平成27（2015）年時点で⽼年⼈⼝割合は41.7％。今後も増加が予測される。


